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主体間の相互作用は，都市社会を構成する重要な要素である．都市経済学等の分野では，地理的距離が主体
間の相互交流に及ぼす影響について多数の知見が蓄積されている一方で，社会的距離が主体の選択行動に及ぼ
す影響は捨象されることがしばしばであった．本研究は，対面交流に内在する知識のスピオルオーバー効果や
相乗効果といった外部的効果に着目し，これらが波及する構造を明示的に考慮した理論モデルを構築した．本
モデルの特徴は，地理的距離と社会的距離がこれらの効果の波及の結果として創出する都市の空間構造を規定
するという想定の下で，2種類の距離を内生化した点である．さらに数値事例を通じて，環境の変化に対して対
面コミュニケーションの水準及び都市の空間構造がどのように変化するかを分析し，一部の費用の低下や技術
的な向上が必ずしも社会厚生を改善しないことを示した．
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1.はじめに

知識社会と呼ばれる社会が到来しつつある今日，知
識や情報は都市・地域の発展の原動力であるとされる1)．
現代社会において伝達・交換される知識や情報は，か
つてどの社会も経験したことがないほど膨大かつ高度
なものであり，その伝達・交換の手段としては対面形式
（face-to-face）の交流が非常に重要かつ有効であるとい
える．高度な知識や情報をもつ主体同士のコミュニケー
ションが相乗的効果を発揮する現象が，社会の創造性
の源であるとすれば，多様な隣人との相互交流が活発
に行われる社会は，豊かな創造性と成長力を有する．
都市経済学分野において，経済主体が行う対面交流

は都市の存在2),3)，構造4),5)，成長6),7)の主要因であると
される．対面交流は交通行動を伴うため，その量的水
準は主体間の地理的距離に必然的に依存する．地理的
距離は，人々や企業といった主体の空間的配置（立地状
況）とそれらを取り巻く交通環境（交通ネットワーク）
によって規定される．一方で，社会科学等の見地から，
主体間の相互作用に対しては地理的距離のみならず社
会的距離が重要な役割を果たすことが指摘されてきた．
社会的距離とは，相互の信頼性や必要性，関連性の程
度を指す概念である．特に，複雑に入り組んだ主体間
の関連性をグラフを用いて表現した社会的ネットワー
クは，社会学や人類学，組織論等といった幅広い学問分
野において様々なレベルでの行為主体間の相互依存関

係を理解する上で有益な枠組みを提供している8),9)．地
理的距離と社会的距離は，人々や企業の行動選択を通
じて互いに作用し合いながら都市社会の有り様を決定
づける．しかし，社会的ネットワークと交通ネットワー
クの相互関係は未だ十分に明らかにされておらず，理
論的に解明を行うための基礎的枠組みを構築する必要
がある．

本研究の目的は，社会的外部性を伴う対面コミュニ
ケーションと空間経済システムの関係を社会的ネット
ワークの観点から理論的に明らかにすることである．社
会的距離と地理的距離が相互に作用しながら，社会全
体としてのネットワークを自律的に形成した結果とし
ての都市の様態を討究するために，Cabrales et al.11)を
拡張して，ソーシャルネットワーキング活動および対
面交流を通じた知識生産活動の両水準同時決定モデル
を構築する．ソーシャルネットワーキング活動とは，通
信手段を用いた交流活動や新たな交流相手を得るため
に社交の場に参加する活動等を想定しており，社交活
動と呼ぶこともできる．さらに，主体の立地選択行動
を動学モデルによって記述し，長期的な均衡状態とし
て創成する都市の空間構造を分析する．

以下，2 章では既存研究と本研究の位置づけを述べ
る．3章で，社会的距離を規定する社会的ネットワーク
の形成を内生化した理論モデルを構築する．具体的に
は，社会的ネットワーク形成に関する社交活動水準と，
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他の主体との対面交流との両方から効用を得る主体の
行動を効用最大化行動として定式化し，均衡解の性質
を述べる．さらに 4章において，主体の立地選択行動
を内生化するために進化ダイナミクスを導入する．5章
では，数値事例を通して，費用のような環境の変化に
対して社会のコミュニケーションの水準及び都市の空
間構造がどのように変化するかを分析する．6章にまと
めと今後の展望を述べる．

2.既存研究と本研究の位置づけ

社会的ネットワークにおける主体の位置とその合理
的な行動選択とを関連づけた既存研究には Ballester et
al.19)がある．これは任意の構造を持つネットワーク内
における相互依存関係を分析するための均衡モデルを
提案するものであり，社会的ネットワークを対象とした
応用的研究への可能性を開いた．Helsley & Zenou20)は，
Ballester et al.に物理的空間を導入し，都市への訪問行
動および立地選択を社会的ネットワークの観点から分
析している．ただし，分析対象は，都市（the city）と
郊外（the periphery）からなる 2地域に留まっているた
め，交通環境がもつネットワークとしての特性は捨象
されており，上述の目的を達成するのに十分な枠組み
であるとは言えない．また，これらの既存研究は，社会
的ネットワーク上の主体の位置関係を外生的に扱って
いる．Cabrales et al.11)は，主体同士のつながりの強さ
が社会的活動の結果として決定される状況設定の下で，
社会的ネットワークを内生化するモデルを提案してい
るが，ここでは地理的距離は考慮されていない．現実
には，社会的距離と地理的距離は互いに影響を与え合
い，都市の様相は両者の相互依存関係の結果として内
生的に決定すると言えるが，このような現象を構造化
した枠組みは未だ提案されていない．
本研究では，Helsley & Zenouの線形都市モデルにお

いて，社会的距離が外生的なネットワークとして与え
られるのではなく，社会システムの均衡において内生
的に決定する枠組みへの拡張を行う．これはCabrales et
al.11)の提案する社会的ネットワーク形成モデルに物理
的空間を導入し，社会的距離と地理的距離が相互に影
響し合うメカニズムを把握することを目指した試みで
ある．また，Helsley & Strange5)の枠組みに社会的距離
の概念を導入し，拡張したものと見ることもできる．
本稿で提示する理論的枠組みは，交通需要予測に直

接的に適用することを目的とするものではないが，重
力モデル等の既存の空間相互作用モデルに対して，社
会的距離概念という新しい視座を提供するものである
といえる．また，昨今では企業間取引の膨大なデータ
を用い，企業間取引ネットワークと産業集積の関係に

CBD 地点1 地点2 地点 h  地点m 
図–1: 線形都市空間（m地点）

着目した実証研究も既に報告されている21)．提案モデ
ルは，こうした実証的アプローチに対して理論的な基
礎を与え得るものであり，社会的ネットワークと都市・
地域の空間構造との関係の解明へつながる基礎的研究
とも位置付けられる．本稿内で示す数値例は，こうし
た本研究の位置付けと方向性を反映するものである．

3.社会ネットワーク形成モデル

(1)基本設定
N = {1, ..., n} (n ≥ 2)を有限な数の主体の集合とする．

n主体は t種類のグループから構成されており，正の整
数 cを用いて n = t × cであるとする．すなわち，各々
c主体を擁する t種類のグループ存在する状況を想定す
る．これらの同質な n主体および中心業務地区 CBDと
m地点からなる線形の単一中心都市空間によって構成
される閉じた都市（Closed-City）を考える．本稿では，
都市空間は CBDを中心として対称な構造となることが
明らかであるため，図–1に示すような一方向にのみ広
がる都市を想定する．
各主体は，地点 1, ...,mのいずれかに立地し，CBDに
存在するミーティング施設を訪問して他の主体との対
面交流を行うことによって効用を獲得する．各立地点
の面積は 1とする．よって，多くの主体が立地する地
点ではその分地代が高騰し，主体 1人当たりの土地面
積は小さくなる．そのため，各主体にとっては分散し
て立地することが望ましい．一方で，CBDから近い地
点に立地すれば安価な交通費用で他の主体と交流する
ことが可能となるため，人々は CBDに近い地点に立地
する誘因を一様に有している．これらの分散力と集積
力とのバランスの中で，都市の空間構造（相互交流を
行う主体による選択結果としての立地パターン）が決
定すると考える．

(2)コミュニケーション行動と社会的距離
各主体は，コミュニケーションに関する 2種類の行動
水準に関する意思決定を同時に行う．1つは他者との対
面交流を達成するために行われる，中心地 CBDに存在
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するミーティング施設への訪問行動水準 vである．主体
は，ミーティング施設を訪問する度に，機会費用等を含
んだミーティングに関する固定費用 p f および自身の立
地点から CBDまでの交通費用 τを負担する．このミー
ティングにおいて，知識・技術の交換や議論等のジョイ
ントワークが行われるものとする．もう 1つはソーシャ
ルネットワーキング活動（社交活動）水準 s (≥ 0)であ
り，これは他の主体との対面交流の効率性に反映され
る．主体 i（i = 1, ..., n）の社交活動水準を si,すべての
主体 1, ..., nの社交活動水準の集合を sと書くことにす
ると，主体 i, jが CBDにおいて対面交流の場を持った
場合の効率性 gi j を次のように定義できる．

gi j(s) = ρ(s)sis j (1)

ここで，

ρ(s) =


1∑n

j=1 s j
= 1

ns̄ (if s , 0)

0 (if s = 0)
(2)

である．なお本稿では，任意の n元の要素からなる集合
w ∈ Rnに対して，w̄ =

∑n
i=1 wi/nおよび w̄2 =

∑n
i=1 w2

i /n

を定義する．式 (2)中の s̄はこれに準ずるものである．
式 (1)による定義から，対面交流の効率性は双方にとっ
て対称，すなわち gi j(s) = g ji(s) である．主体のまた，
ここではセルフループ（i = j）を許容することとする．
よって，主体 iに関する g(s)の値をすべて合計すると

gi(s) =
n∑

j=1

gi j(s) = ρ(s)si

n∑
j=1

s j = si

となる．すなわち si は，あらゆる主体との対面交流を
通じた知識生産活動の生産効率性を，主体 iが総合的に
社交活動水準として選択したものを表す．ここでいう
社交活動水準とは，主体の交流相手としての魅力や求
心力と捉えることも可能である．例えば，魅力的な技
術を保有する企業は，他企業と業務提携を行ったとす
れば，提携相手の企業に有益な対面交流の機会を提供
することができる．本研究の枠組みでは，ある主体が
CBDを 1回訪問して対面交流を行うとき，これに伴う
固定費用および交通費用は交流の相手に関わらず等し
く発生するが，そこから得られる効用は相手によって
異なる．社交的活動水準 sに基づいて定義される対面
交流の「生産効率性」とは，このような「任意の主体
との潜在的な対面コミュニケーションを通じて，その
主体が相手にもたらすことのできる『リターン』の大
きさ」に対する差異を，コミュニケーション相手に対
して規定するものである．また，gi j(s)は「主体 i, jの
各々のコミュニケーション相手としての魅力に応じて
決定するマッチング確率」のようなものであるという
こともできる．
社交活動を具体的な行動の水準として捉えるならば，

sに表象される活動は，例えばメールや電話等の通信手

i 
k 社交活動水準 対面交流行動水準 線形単一中心都市 地点1 地点2 地点3 社会的ネットワーク g(s) n=6

si 
sk gik(s) = si ⋅ sksjj=1

n
∑

m=3

vi 
vk 

CBD 主体i・k間の コミュニケーションの効率性 
図–2: モデルの概念図（社会的距離内生化モデル）

段による，すなわち交通を伴わない交流が挙げられる．
ミーティングを行うための CBDへの訪問は，それ以前
の打合せや基礎的な知識・情報の共有が十分に行われ
ているか否かによって，効率的にも非効率にもなり得
るため，sを高水準に維持していれば，同程度の回数の
ミーティングでもより高度な成果が期待できる．ある
いは，研究者や企業のような主体が研究会や展示会に
参加するといった活動は，特定の主体との共同研究や
提携業務のための日常的なミーティングに比して低頻
度であるため，交通費用はほぼ無視できると考えると，
社交活動 sは，学会や研究会・展示会のような多数の
主体が一堂に会する場に参加する頻度のようなものと
も捉えることができる．以上のように社交活動は，活
発に行えば対面交流の効率性を向上させ得る．同時に，
対面交流の当該相手の社交活動水準（交流相手として
の魅力）も，相乗的に対面交流の効率性に影響する．
各主体は，直面する立地状況に応じて，自身の効用
を最大化するように交流水準 v, sを決定する．図–2は，
本モデルにおける社会的距離と交通ネットワークの関
係のイメージを，主体数 n = 6，地点数 m = 3の例に
ついて図示したものである．各主体間の対面コミュニ
ケーションの効率性 g(s)は，あらゆる 2主体のペアに
ついてこれを定義することから，集合的にある種の社
会的ネットワークのようなものとしてイメージするこ
とも可能である．

(3)主体の選好
主体 i（i = 1, ..., n）が地点 xi（xi = 1, ...,m）に立地す
るとき，主体 iの都市の中心地（CBD）への訪問回数
を vi とすると，この主体の行動は以下の効用最大化問
題として記述される．

max
vi,si,axi

Ui = zi + ζ ln axi + ui(vi, si) (3)

subject to y = zi + Rxi axi + (p f + τi)vi + c(si) (4)
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ui(vi, si)は，主体 iが他の主体との交流から獲得する
効用を表す．axi は地点 xiに立地する主体 1人あたりの
土地消費面積，Rxi は地点 xiにおける地代，ziは基準財
消費量である．p f , τiはいずれも対面交流に要する費用
であり，それぞれ固定費用と CBDまでの交通費用を表
している．交通費用 τi は CBDと立地点との距離 di に
応じて決まるものとし，本稿ではパラメータ pt(≥ 0)を
用いて τi = pt · di によって表される線形関数を採用す
る．c(si)は社交活動に要する費用関数であり，ここで
は定数パラメータ η（≥ 0）を用いて c(si) = ηs2

i /2と特
定化する．
各主体は，所与の立地条件の下で，CBDの訪問行動

水準 vおよびソーシャルネットワーキング活動水準 sを
同時に決定する．CBDへの訪問を通じて達成されるコ
ミュニケーションの効率性は，ソーシャルネットワーキ
ング活動 sに依存することから，任意の 2主体 i, jにつ
いて次式を認めることができる．

∂2ui(s, v)
∂vi ∂v j

= αgi j(s) (for all i , j) (5)

viは主体 iが対面交流を行うための CBDへの訪問水準，
uiは主体 iが訪問行動から獲得する効用を表す．αは非
負のパラメータであり，式 (5)の下では，si ≥ 0 (for all
i)より，s , 0であれば viと v jは戦略的補完関係にある．
この仮定の下で，主体 iが他の主体との交流から獲得

する効用 ui は，次式によって表される．

ui = βvi −
γ

2
v2

i + α

n∑
k=1,k,i

gik(s)vivk (6)

ζ, β, γはいずれも非負の定数パラメータである．式 (6)
は準線形関数であり，また式 (5)の性質を満足している．

(4)均衡コミュニケーション水準
式 (3), (4), (6)によって定式化された最適化問題の 1

階条件は，以下のようになる．
∂Ui

∂vi
= (β − p f − τi) − γvi + α

n∑
k=1,k,i

gik(s)vk = 0 (7)

∂Ui

∂si
= −ηsi + α

 n∑
k=1,k,i

sk

ns̄
vivk −

n∑
k=1,k,i

sisk

(ns̄)2 vivk

 = 0

(8)
∂Ui

∂axi

= −Rxi +
ζ

axi

= 0 (9)

ここで，β − p f − τi = bi とおき，これを主体 iのアク
セシビリティと呼ぶ．交通費用 τi は距離抵抗であるこ
とから bi は立地点のみに依存して決定し，bi の値が大
きい（アクセシビリティの高い）主体は，中心地 CBD
の近郊に立地していると言える．また，土地市場の均
衡条件は，地点 h（h = 1, ...,m）に立地する主体数を nh

とする（ただし，∑m
h=1 nh = nを満足する）と以下のよ

うになる． nhah = 1 (if Rh > RA)

nhah < 1 (if Rh = RA)
(10)

ただし，RA は農業地代（土地の機会費用）であり，式
(10)は，地代 Rh（h = 1, ...,m）は立地主体数に関わら
ず RA を下限とすることを示している．

vに関する 1階条件より，

v =
1

γ − α(b)s
(11)

を得る（詳細な導出過程は付録 I参照）．ここで，α(b) =
α(b̄2/b̄)である．b̄がアクセシビリティbiのすべての主
体に関する平均をとったものであるのに対し，α(b)を
2次平均アクセシビリティと呼ぶことができる．これを
用いて，式 (8)より

s =
α

η
v ·

∑
i θ

2
i sv∑

i θis
=
α

η

θ̄2

θ̄
= α(b)

v2

η
(12)

である．よって，式 (11), (12)より，連立方程式v[γ − α(b)s] = 1

ηs = α(b)v2
(13)

を解けば，均衡における s = s∗および v = v∗が得られ，
これに対応する s∗i , v

∗
i はそれぞれ次式で表される．

s∗i = bis∗ (14)

v∗i = biv∗ (15)

なお，s, vはともに非負であるので，η > 0かつ γ > α(b)s

である必要がある．式 (14), (15)より，各主体の戦略は
アクセシビリティbi に依存し，かつ bi は同一地点に立
地する主体であれば共通の値をとるため，同一地点に
立地する主体は互いに等しい行動水準を採用すること
がわかる．すなわち，主体 iの立地点が地点 hである
（i.e. xi = h）ならば，「主体 i」に関する交流水準 si, vi,
地代 Rxi , ロットサイズ axi , アクセシビリティbi 等はい
ずれも「地点 hに立地する主体」のそれと読み替える
ことができる．以降では，添字 i, xi を hと置き換える
ことを通じて，立地点 h（h = 1, ...,m）に着目して主体
の行動を追うこととする．
均衡において達成される交流水準が，式 (14), (15)に
よって表されるとき，地点 h（∀h = 1, ...,m）に立地す
る主体 nh 人に共通の間接効用関数 Vh は次のように表
される．

Vh = βbhv∗ − γ
2

(bhv∗)2
+ α

n∑
k=1,k,i

bhbk s∗2

ns∗b̄
· bhbkv∗2

+ζ ln
ζ

Rh
+ y − ζ − (p f + τh)bhv∗ − η

2
(bhs∗)2

= y − ζ + ζ ln
ζ

Rh
+ b2

h

(
v∗ − γv∗2

2
+
ηs∗2

2

)
= y − ζ + ζ ln

ζ

Rh
+

b2
hv∗

2
(16)
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図–3: v-s曲線
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図–4: v-s曲線（α(b)の増大に伴う変化）

式 (13)を満足する均衡解は 2種類存在する．このこ
とは図-3に示した s-v曲線のグラフより直観的に理解さ
れる（厳密な解の存在条件については，付録 IIIに述べ
る）．交点 (s∗, v∗)および (s∗∗, v∗∗)は，いずれも内点解
に相当し，前者は CBDの訪問活動，社交活動ともに高
水準で達成されるパレート優位な均衡，後者はパレー
ト劣位な均衡である．これらの解は，数値的にはニュー
トン・ラフソン法等を用いて求めることができる．

Nash均衡解についてはいくつかの性質が確認できる．
まず，Nash均衡解 (s∗, v∗)および (s∗∗, v∗∗)は，いずれも
α(b)/(ηγ2) < s < γ/α(b)，1/γ < v <

√
ηγ/α(b)の範囲内

に存在する．このことから，α(b)の増加（図–4中の白
抜き矢印に対応）は，その他の条件が一定の下では，2
曲線 v[γ − α(b)s] = 1, ηs = α(b)v2 に対して同図中の破
線矢印のような変化をもたらし，パレート優位の均衡
点においては s, vの水準の低減，パレート劣位の均衡点
においてはこれらの増大に帰結する（同図中の二重線矢
印）．α(b)の増加は，αまたは b̄2/b̄の増大によって引
き起こされる．αは対面コミュニケーションの技術的な
効率性に相当するパラメータであり，知識交換等に有用
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n
g
) 
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(s**,v**) (s*,v*) 

図–5: v-s曲線（ηの低減に伴う変化）

な道具・電子機器の開発や，モバイルデバイスを用いた
多様なデータ活用の普及等は，αの改善に対応する現象
であると考えられる．b̄2/b̄の増大は，bi (∀ i = 1, ..., n)
の平均と分散に依存するため限定的にではあるが，本
稿で想定するような線形単一中心都市においては，交
通費用 τi の低減や，立地の CBD付近への一極集中化
によってもたらされる．一般に，α(b)の増大は，社会
厚生の改善をもたらすことが，Cabrales et al. によって
示されている．
同様に，社交活動の費用に関するパラメータ ηの減
少（図–5中の白抜き矢印に対応）は，その他の条件が
一定の下では，パレート優位の均衡点においては s, vの
水準の低減を，パレート劣位の均衡点においてはこれ
らの増大を誘起する（同図中の二重線矢印に対応）．本
モデルにおける ηの低下は，社交的活動の費用の低下
に相当する．ある立地分布の下で，コミュニケーション
に関して優位の均衡状態が達成されている状況を想定
する．この状況下で，新たな通信手段の開発・普及を
通じた通信の低価格化等によって ηが低下したと仮定
する．このことは，同じ水準の社交活動 sを維持する
ために必要な対面交流行動 vの水準が低下することを
意味する．s− vグラフ中の曲線 ηs = α(b)v2は破線矢印
のようにシフトする．均衡コミュニケーション水準は，
このシフト後の ηs = α(b)v2 と従来の v[γ − α(b)s] = 1
との相互依存関係の中で決定する．その結果，η低減後
は新たな均衡点に到達し，ηの増加以前よりも s∗, v∗が
ともに低水準となることを示している．

4.立地均衡

(1)立地変更ダイナミクス
前節において，各主体の立地点，すなわち各地点に
おける立地主体数 nh（h = 1, ...,m）が固定の下での均衡
におけるコミュニケーション水準 s, vを導出し，安定な
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Nash均衡の存在を確認した．本章ではこの結果を踏ま
えて，均衡状態を前提とするときに達成される，単一中
心都市における立地分布およびコミュニケーション水
準を調べる．なお，ここで言う「立地均衡状態」とは，
すべての地点に立地する主体について効用水準 Uiが等
しい状態とする．本モデルにおいて，立地均衡状態に
おける立地分布を解析的に導出することは不可能であ
るため，ダイナミクスを導入して立地均衡を求めるモ
デルを構築した上で，社会的ネットワーク形成におけ
るリンク維持費用や中心地への交通費用が立地選択に
及ぼす影響を明らかにする．本研究においては，主体
の行動をレプリケーター・ダイナミクスによって記述す
る．主体の戦略的行動を記述する際，最適反応ダイナ
ミクス等の学習ダイナミクスを採用する場合があるが，
本研究においては，定式化・扱いの簡便さと収束が保
証されている点，および本研究の想定する立地均衡状
態とレプリケーター・ダイナミクスの定常状態との類
似性から，レプリケーター・ダイナミクスを採用した．
なお，前述のような他のダイナミクスを用いた場合も，
本稿と同様の結果に帰着すると考えられる．

(2)立地変更ダイナミクス
各主体は，ある立地分布の下でコミュニケーション水

準に関して均衡状態にあるとする．このとき前章の結
論から，同一地点に立地する主体の効用は等しい．一
方，異なる地点に立地する主体同士での比較を行うと，
効用水準は一致するとは限らない．レプリケーター・ダ
イナミクスに則して本モデルにおける主体の立地変更
の原理を考えると，すべての主体に関する効用水準の
平均値 V̄（= ∑n

i=1 Vi/n =
∑m

h=1(Vh · nh)/n）よりも効用が
低い地点に立地する主体には，立地を変更する動機が
発生する．立地変更先としての選択肢集合は，すべて
の地点 1, ...,mの m種類である．よって，この立地変更
のダイナミクスは n人 m戦略対称ゲーム（mn ゲーム）
と考えることができる．レプリケーター・ダイナミクス
は戦略シェアの時間変化を示すダイナミクスであるの
で，変数はすべて 0から 1までの値をとる．変数は各
地点の立地主体数のシェアに対応し，これをすべての
立地点 1, ...,mについて合計した値は常に 1である．す
なわち，m戦略の単位単体（simple simplex）を考える
ことになる．このことを本章で取り扱う問題について
定式化すると，地点 hの立地主体数のシェアを qhと表
すことにより，すべての時点において

m∑
h=1

qh =

m∑
h=1

nh

n
= 1 (0 ≤ qh ≤ 1, ∀h = 1, ...,m) (17)

が成立することとなる．ある時点で地点間の効用水準
にばらつきがあるとき，平均効用 V̄ =

∑m
h=1 Vh · qhより

も高い [低い]効用水準を達成している地点には，次の

時点においてより多くの [少ない]主体が立地する．こ
の立地主体数の増加 [減少]分は，当該地点に立地する
主体の効用水準と平均効用水準 V̄との差に依存し，す
べての主体の内の当該地点に立地する主体数のシェア
に基づいて決定する．すなわち，

∆qh

qh
= ψ · Vh − V̄

V̄
(18)

である（ψはダイナミクスのパラメータ）．式 (18)は
次式と同じ動学的特性を持つ．

q̇h = ψ(Vh − V̄)qh h = 1, ...,m (19)

社会全体の立地分布がどのように推移していくかは，式
(19)を解くことにより明らかになる．本稿では，立地
分布が推移する過程よりも最終的に辿り着く均衡立地
分布に着目するため，ψ = 1として数値例に基づき分析
を行う．
各主体は，当該時点に直面する立地分布の下で，ソー
シャルネットワーキング活動（社交活動）水準 sおよ
び中心地への訪問を通じた他者との対面交流行動水準
vを決定する．これは，特定の時点においてのみ（短期
的に）成立する，コミュニケーションに関する均衡状
態である．その上で，各地点に立地する主体の均衡効
用水準にばらつきがある場合は，翌時点に立地変更が
行われて社会全体の立地分布が変化する．この一連の
過程がくり返された後，いずれの地点に立地する主体
についても効用水準が等しい状態が達成される．これ
が，コミュニケーション行動・立地のいずれに関しても
均衡した，長期的に達成される均衡状態であるといえ
る．初期の立地分布がランダムに形成されるとすると，
想定する社会が長期の均衡状態に到達するまでのプロ
セスは図–6のように図式化される．

5.立地均衡におけるコミュニケーション水準

本章では，3, 4章において提示した，社会的距離およ
び立地を内生化した社会的相互作用モデルにおいて，環
境の変化に対して社会の有り様がどのように反応する
かを具体的な数値例を元に調べる．本稿において示す数
値例はすべて，主体のグループ数 t = 500，各グループ
ごとの主体数 c = 100とし，総主体数 n = t×c = 50, 000
が m = 30の地点および中心地 CBDからなる都市にお
いて，コミュニケーション水準と立地点を選択すると
想定する．この設定の下で，様々な環境要因の変化が主
体の相互交流水準および立地分布に及ぼす影響を，数
値シミュレーションによって確認する．

(1)数値例 5-1：交流水準の複数均衡
3章において，ある環境の下で，社交活動 s・対面交
流 vともに高水準で均衡する優位な均衡と，これらがい
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start 
end ( for all  i = 1, …, n ) 主体 iの立地点を 1, …, mの中からランダムに選択 各地点の立地主体数nhを求める 

V1 = … = Vm ? 
no 

( for all h = 1, …, m-1 ) 地点hの主体数を式(17), (18)に基づいて変更 
nm= n – (n1 +n2 +…+nm-1 ) とする  各地点の地代Rh, ロットサイズahを求める 

yes 各地点のアクセシビリティbh, その平均b， 
2次平均アクセシビリティb2 を求める 均衡交流水準v, sを，ニュートン法を用いて求める 各地点に立地する主体の均衡効用水準Vhを求める 
図–6: 立地均衡のアルゴリズム

ずれも低水準で均衡する劣位な均衡との複数均衡が存
在することを解析的に示した．この数値例は，優位な
均衡と劣位な均衡の存在および性質について，それぞ
れの均衡において達成される立地分布を含めて確認す
るものである．各パラメータの値は表–1の通りである．

まず，表–1のパラメータセットの下で 2組の均衡交
流水準の存在が確認できた．それぞれの交流水準 (s∗, v∗)
と，対応する社会厚生水準 S W およびその内訳の一部
（各主体が相互交流から獲得する効用と，土地消費によっ
て得る効用それぞれについて，すべての主体について
総和をとったもの），α(b)を，下表–2に示す．なお，土
地消費による効用については，地点 hに立地する主体
のこれが ζ ln(ζ/Rh)と表されることから，地代 Rh(> 0)
に対して必ず負値となる．ロットサイズ ah = 0の場合
は ζ ln(ζ/Rh) = ζ ln ah = −∞となる点は，理論上整合し
ており，また数値そのものよりも数値同士の大小関係
や増減に着目するため，土地消費から得られる効用を
効用タームで正の値とするような補正は行わなくてよ
いものとする．

これにより，s∗, v∗がいずれもより高水準である均衡
状態の方が α(b)の値が大きく，社会的厚生も高いこと
が確認できる．よって，以下では高水準のコミュニケー
ションを実現する均衡 (1)を「パレート優位の均衡」，
他方を「パレート劣位の均衡」とする．パレート優位の
均衡，劣位の均衡それぞれにおいて，各地点に立地す
る主体が実現するコミュニケーション水準 v∗h = bh · v∗，

表–1: 数値例 4-1：パラメータ

パラメータの種類 値
戦略的補完性のパラメータ　 α 0.25

β 20
準効用関数のパラメータ

γ 10

社交活動の費用関数のパラメータ η 1.5

土地消費による効用のパラメータ ζ 25

対面交流の機会費用 p f 5

中心地 CBDまでの限界交通費用 pt 0.45

農業地代（土地の機会費用） RA 300

予算 y 500

表–2: 複数均衡と交流水準・社会厚生

均衡 (1) 均衡 (2)

s∗ 2.775 0.01736

v∗ 1.126 0.1005

S W 3.342 × 105 3.007 × 105

（対面交流による効用） 4.725 × 104 2.211 × 103

（土地消費による効用） −7.555 × 104 −6.405 × 104

α(b) 3.284 2.582

s∗h = bh · s∗ は図–7, 8のようになる．いずれの均衡にお
いても，中心地近郊（地点 1, ..., 5辺り）に立地する主
体は郊外（地点 25, ..., 30辺り）に立地する主体よりも
対面交流を活発に行う．1主体あたりの効用の内訳を見
ると，優位の均衡・劣位の均衡のいずれの場合におい
ても，中心地近郊の主体は，郊外に立地する主体より
もコミュニケーションから獲得する効用が高水準となっ
ている．一方で，中心地付近においては多くの主体で
決まった広さの土地を分け合うため，土地消費によっ
て得られる効用は，郊外に立地する主体と比べて低い
水準となる．図–9, 10は，地点 h = 1, ...,m(= 30)に立
地する主体数の分布を示している．各主体がコミュニ
ケーションを活発に行うとき，交通費用負担を軽減す
るために中心地付近への立地が促進される．そのため
パレート優位な均衡においては，劣位の均衡よりも中
心地付近への集積度がより高い立地分布となることが
確認できる．

(2)数値例 5-2：交通費用の変化と立地均衡
次に，交通費用の増減に対して，均衡における交流
水準や立地分布がどのように変化するかを調べる．具
体的には，限界交通費用を表すパラメータ pt 以外は表
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図–7: 各地点の主体の均衡交流水準 [パレート優位]
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図–8: 各地点の主体の均衡交流水準 [パレート劣位]

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

P
o
p
u
la
ti
o
n
  
[×
1
0
0
 a
g
e
n
ts
]!

!"#$"%$&"'()*"+ !

図–9: 均衡立地分布 [パレート優位]

–1に示したパラメータセットを用いて，pt が 0 ∼ 0.5
の間で変化した場合にパレート優位の均衡における立
地分布・コミュニケーション水準・社会厚生の変化する
様子を，数値例 4-1と同様の数値シミュレーションによ
り分析する．
図–11は，交通費用が pt = 0 ∼ 0.5の範囲で変化した

際に，pt の各値に対して立地均衡に達した社会の社会
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図–10: 均衡立地分布 [パレート劣位]
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図–11: 交通費用 pt の変化と社会厚生

厚生：Social Welfare（実線）および，各主体がコミュ
ニケーションから獲得する効用：Utility from Interaction
（一点鎖線）と各主体が土地を消費することにより得る
効用：Utility from Housing（破線．なお，この土地消費
効用には，地代の支払いは含まれていない）をそれぞれ
すべての主体について足し合わせたものが，どのよう
に変化するかをグラフで示したものである．また，図
–12は，同じく pt の変化に対して，パレート優位な均
衡におけるコミュニケーション水準と α(b)が変化する
様子をグラフ化したものである．図–11より，交通費用
の低下が，社会全体でのコミュニケーションによっても
たらされる効用および土地消費により得られる効用を
ともに増大させ，社会厚生を改善させることが分かる．
図–12に示す通り，pt の低下は 2次平均アクセシビリ
ティα(b)をも増大させており，α(b)の増加が社会厚生
の改善をもたらすという Cabrales et al. の結論とも対応
する．また，3章で確認した通り，α(b)の増加に伴って，
均衡における s∗, v∗ の水準はいずれも低下している．
図–14からは，交通費用の低下に伴って都市の領域が
拡大することが確認できる．
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図–13: 交通費用 pt の変化と各主体の均衡効用水準 (地点 1, 10, 30)
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図–14: 交通費用 pt の変化と均衡立地分布

さらに，図–13は，ptの変化に伴って，左からそれぞ
れ地点 1, 10, 30に立地する主体の効用水準が推移する
様子を示している．地点 30の主体に関するグラフ（右）
のみ pt ≤ 0.35 の範囲に限ったグラフとなっているの
は，pt がこれ以上大きい場合には地点 30 は農地とな
り，立地する主体が存在しないためである（交通費用が
pt = 0.5, 0.35, 0.2, 0と変化したときの，各々の時点での
均衡における立地主体数分布は，図–14のようになる）．
立地均衡においては，すべての主体の効用が等しい状
態が達成されているため，1, 10, 30のいずれの地点に立

地する主体の効用も（さらには，その他のあらゆる地
点に立地する主体の効用も），いずれの交通費用の場合
においても完全に等しい水準である．よって，主体一人
ひとりの効用は，pt の低下に対して全く同じように増
加するが，その変化の内訳は，地点によって相異なる．
図–13左図より，CBDに近い地点 1では，pt = 0.5の
時点では全主体数の 4割近い主体が集積している．交
通費用が低下すると，中心地と各立地点との物理的距
離が縮減されるので，これ伴って主体が郊外へ流出す
る．地点 1に立地し続ける主体にとっては，これは限
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図–12: 交通費用 pt の変化と均衡交流水準および α(b)

られた土地を分け合う相手の数が減少することを意味
するため，交通費用の低下に伴って土地消費による効
用は増加する．一方で，交通費用の低下に伴って v∗が
低減し，また bi = β − p f − τi は地点 1についてはほと
んど変化しないため，地点 1に立地する主体がコミュ
ニケーション v∗i = bi · v∗ によって獲得する効用は低減
する．最も中心地から遠く離れた地点 30では，地点 1
とは逆に，交通費用の低下に伴って主体が流入するた
め，この地点に立地する主体の土地消費による効用は
減少傾向となる．そして，地点 30では，交通費用の低
下によるアクセシビリティbi = β − p f − τi の増加の程
度が大きいため，v∗ が低減してもなお，対面交流水準
v∗i = bi · v∗は増加する．従って，コミュニケーションか
ら得る効用は増大する．また，このように郊外の立地
点においては，交通費用が低下するに従って主体数が
増加し，かつそれらの各主体の対面交流水準は増加す
る．よって，中心地付近に立地する主体にとっては，郊
外の主体の CBD訪問水準の増加の影響が戦略的補完性
の効果を通じて波及するため，自身の訪問水準が低下
しても，コミュニケーションによる効用の低減する度
合いは緩やかなものとなる．

(3)数値例 5-3：社交活動費用の変化と立地均衡

3章 (4)節において，立地分布が変化しないという設
定の下で，社交活動費用のパラメータ ηが低減した場
合について，比較静学による分析を行った．ここでは，
社交活動費用 ηが変化した後に立地変更が発生し，新た
な社交活動費用 η′の下での立地均衡が達成されたとき
に，ηが変化する以前の社会との比較を行うことによっ
て，社交活動に関する費用の変化が長期的に社会全体
にどのような影響を与えるかを分析する．具体的には，
η以外のパラメータの設定には表–1と同じ値を用い，η
を 0.05 ∼ 3.0の範囲で変化させたときの，パレート優
位な均衡における立地分布・交流水準および社会厚生
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図–15: 社交活動費用 ηの変化と社会厚生
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図–16: 社交活動費用 ηの変化と均衡コミュニケーション水準
および α(b)

の変化を，数値シミュレーションを用いて調べる．
図–15は，社交活動費用 ηの増減に対する社会厚生の
変化および，各主体がコミュニケーションから獲得す
る効用と各主体が土地を消費することによりえる効用
をそれぞれすべての主体について足し合わせたものが，
どのように変化するかをグラフで示したものである．η
の変化に対して，パレート優位な均衡におけるコミュ
ニケーション水準と α(b)が変化する様子は，図–16に
示した．
η = 2.5, 1.5, 0.50, 0.050 のそれぞれの場合について，
均衡における主体数の立地分布は図–17のようになる．
費用の低下に対して立地分布が分散化し，都市の領域
が拡大するという傾向は，交通費用 pt の場合と同様で
ある．図–16の結果は，ηの低下に伴ってパレート優位
な均衡における交流水準 v∗, s∗が減少することを示して
おり，3章の解析的分析と整合する．一方で，図–15か
らは，社交活動費用 ηの低下が，交通費用の低下とは
異なり，社会厚生の低減をもたらすことがわかる．一
般的に費用の低下は社会厚生を改善すると考えられる
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図–17: 社交活動費用 ηの変化と均衡立地分布 (η = 0.05, 0.5, 1.5, 2.5)

ため，直観的にも理解し難いが，この結果は次のよう
に考えることができる．
ある社交活動費用 ηの下で，立地も含めた均衡に到達

した社会を想定する．この状態を，便宜的に均衡 Aと
呼び，この時点でのコミュニケーション水準を s∗A, v

∗
Aと

する．均衡Aにおいて，社交活動費用が η = η′（η′ < η）
に変化したとすると，均衡コミュニケーション水準は
低減し，(s, v) = (s∗B, v

∗
B)（s∗B < s∗A かつ v∗B < v∗A）である

新たな均衡状態に至る．この状態を均衡 Bと呼ぶこと
にすると，均衡 Aと均衡 Bでは，立地変更が起こって
いないため，α(b)の値は共通である．この均衡状態の
推移は，図–18に二重線矢印で示した均衡点の推移に相
当する．均衡 Aは立地に関して均衡した状態であるた
め，交流水準が変化した均衡 Bにおいては，各主体の
獲得している効用水準が，地点ごとに異なる．均衡 A
から均衡 Bに推移したときの地点 hに立地する主体の
効用水準の変化 ∆Uh は，式 (16)より

∆Uh = Uh(B) − Uh(A) =
b2

h

2
(
v∗B − v∗A

)
により表される（均衡 A から均衡 B への変化の過程
で立地変更は行われないため，ロットサイズは等しく，
ah(A) = ah(B)である）．よって，効用水準の変化 ∆Uh

の正負はすべての地点 1, ..., 30について共通であり，変
化の大きさ |∆Uh|はアクセシビリティbh が大きい地点

1/γ √(ηγ)
  α(b) 

α(b)
 ηγ2 α(b)

η’γ2 √(η’γ)  α(b) 
  γ
α(b) η's=α(b)v2 

v
 (
m
e
e
ti
n
g
) 

s (synergy) v[γ-α(b)s]=1 
(sA

*,vA
*) 

(sB
*, vB

*) ηs=α(b)v2 
vA
* 

vB
* (vA

*+vB
*)/2 
図–18: 社交活動費用 ηの低下と均衡点の推移

ほど大きい．すなわち，中心地に近い地点ほど効用水
準の変化が大きいことがわかる．v∗b − v∗a < 0であるこ
とから ∆Uh < 0であり，中心地近郊の効用水準は他の
地点よりも大幅に低減しているため，中心地の付近に
立地していた主体が郊外地域に向かって分散すると考
えられる．立地変更がなされた後の立地分布の下では，
さらに新たなコミュニケーションに関する均衡が達成
される．この状態を均衡 Cと呼ぶ．立地変更後は，中
心地均衡に立地空いていた主体が分散して都市領域が
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拡大するため，均衡 Cにおいては均衡 Aよりも α(b)，
社会厚生ともに低減する．図–15 において，土地消費
による効用が，ηの低減に伴って改善していることから
も，立地が分散化したことが裏付けられる．さらに図
–16によると，η < 0.5の領域では交流水準の低下の程
度が著しい．

以上の結果および考察から，社交的活動の費用が低
減することは必ずしも社会にとって望ましい結果をも
たらさないことが示唆される．またこれは，立地選択
までを考慮した本モデルによる分析を通じて新たに得
られた結論である．

なお，紙面の都合上詳細は省略するが，戦略的補完
性の技術的効率性を表すパラメータ αの増大は，社交
活動費用 ηの低下と同等の変化を社会にもたらすこと
が，本節と同様の数値計算により確認できる．

6.結論

本稿は，社会的ネットワークの形成を内生化した下
での相互交流行動，さらには立地選択や都市の構造に
及ぼす影響を，理論モデルに基づき分析した．

3章において，構築したコミュニケーション水準に関
するモデルが 2つの安定な内点均衡解をもつことを示
し，その内の一方が，コミュニケーション水準・社会厚
生ともに高水準なパレート優位な均衡，他方はこれら
のいずれもが低水準であるパレート劣位な均衡である
ことを，5章 (1)節において数値的に確認した．また，
立地変更が起こらない短期的な状況下では，対面コミュ
ニケーションの効率性 αの改善や社交活動の費用 ηの
低減が社会厚生の改善をもたらすことを解析的に示し
た．さらに，立地変更のダイナミクスを考慮した数値分
析に基づき，1. 交通費用の低下は，短期的にも長期的
にも社会厚生を改善させ，長期的な均衡においては立
地を分散化させること，2. 社交活動の費用 ηの低下お
よび対面コミュニケーションの効率性 αの増大は，短
期的には社会厚生を改善するものの，長期的には中心
地均衡の主体を郊外に流出させ，長期的な均衡におい
ては却って社会厚生を改悪する可能性があることを示
した．

本稿の得た結論においては立地均衡の安定性および
唯一性の議論が不十分であり，今後精査を要する．ま
た本モデルの拡張として，CBDの内生化が考えられる．

付録

I.連立方程式 (13)の導出
式 (7)より

γvi = bi + α

n∑
k=1,k,i

gik(s)vk

である．上式をすべての i（i = 1, ..., n）について連立し
て解くことにより，均衡における対面交流水準 v∗が導
出できる．これを行列表記すると，

γv = b + α
[
G(s) − diag(G(s))

]
v (20)

となる．G(s)は (i, j)成分が gi j(s) = si · s j/ns̄であるよ
うな n次元対称行列，Iは Gと同次元の単位行列であ
る．また diag(G(s))は，対角成分がG(s)と等しい対角
行列である．すなわち，

[diag(gi j(s))] =

gi j(s) (if i = j)

0 (otherwise)

である．式 (20)を整理すると，

γ

[
I − α

γ
G(s)

]
v + αdiag(G(s))v = b (21)

となる．ここで，n 次元行列 M(s) =
[
I − (α/γ)G(s)

]−1

とおく（逆行列 [I− (α/γ)G(s)]−1の存在条件は，付録 II
に示した）と，

M(s) = I +
α

γ
G +

(
α

γ

)2

G2 + · · · = I +
+∞∑
p=1

(
α

γ

)p

Gp

である．Gp = (s̄2/s̄)p−1Gが帰納的に導かれるので，こ
れは

M(s) = I +
+∞∑
p=1

(
α

γ

)p s̄2

s̄
G = I +

α
γ

1 − α
γ

s̄2

s̄

G

= I +
αs̄

γs̄ − αs̄2
G

となる．M(s)を式 (21)の両辺に右側から掛けると

γv+ α
[
I +

αs̄
γs̄ − αs̄2

G
]
· diag(G(s))v =

[
I +

αs̄
γs̄ − αs̄2

G
]

b

となるが，n が十分に大きいとき diag(G(s)) の成分
gii(s) = s2

i /ns̄はすべて 0に近付くために無視してよく，

γv =
[
I +

αs̄
γs̄ − αs̄2

G
]

b (22)

としてよい．これは，すべての iについて

γvi = bi +
αs̄

γs̄ − αs̄2

n∑
k=1

sisk

ns̄
bk (23)

が成立することを意味する．
式 (8)より

si

vi
=
α

η
· s · v

ns̄
(24)

であり，右辺の値は iによらず一定である．よってすべ
ての i, jについて

si

vi
=

s j

v j

12



が成り立つ．このことより，すべての iについてある実
数値 s, vを用いて si = θis, vi = θivとおくことができ，

γθiv = bi +
αsθ̄

γsθ̄ − αs2θ̄2
·

n∑
k=1

s2θiθk

nsθ̄
· bk

= bi +
αs
n

θi

γθ̄ − αsθ̄2
·

n∑
k=1

θkbk

∴
bi

θi
= γv − αs

n

∑
k θkbk

γθ̄ − αsθ̄2
(= const.)

すなわち，任意の i, jについて
θi

θ j
=

bi

b j

が成立する．よって bi = θi としてよく，

γv = 1 +
αs
n

nb̄2

γb̄ − αsb̄2
= 1 +

αsb̄2

γb̄ − αsb̄2
=

γ

γ − α(b̄)s

∴ v =
1

γ − α(b)s
が得られる．

II.逆行列M(s) = [I − (α/γ)G(s)]−1 の存在条件
Ballester et al. 19)に準拠すると，非負行列M(s) = [I−

(α/γ)G(s)]−1 の存在する必要十分条件は，

1 >
(
α

γ

)
ρ(G(s)) (25)

が満たされていることである．ρ(G(s))は非負行列G(s)
の最大固有値の絶対値である．以下で，ρ(G(s)) = s̄2/s̄を
示す．まず，スカラー s̄2/s̄は，行列G(s)の固有ベクトル
sに関する固有値である．すなわちG·s = (s̄2/s̄)sである．
次に，大きさが 1であるような n次元ベクトル x（xは
||x|| = 1を満たす）を用いて，G(s)·x = s·x/ns̄が得られる．
s · xはベクトル sとxの内積を表し，|s·x| ≤ ||s||×||x|| ≤ ||s||
が言える．ゆえに，||G·x|| ≤

(
||s||2/ns̄

)
= s̄2/s̄が導かれる．

一方，ρ(G)は「行列Gの最大固有値の絶対値」である
ので ρ(G) = sup {||G · x||/||x|| : ||x|| = 1}である．よって，
ρ(G) = s̄2/s̄が結論づけられる．以上から，ρ(G(s)) = s̄2/s̄
であるので，式 (25)は

1 >
α

γ

s̄2

s̄
(26)

と同値である．よって，行列M(s) = [I−(α/γ)G(s)]−1は，
1 > (αs̄2)/(γs̄)のとき，またこのときに限り存在する．

III.連立方程式 (13)の解の存在条件
式 (13)について，2つの解が存在する条件について

検討する．
vを sの式に代入し，s = f (s)とおくと

f (s) =
α(b)

η[γ − α(b)s]2 (27)

となる．式 (13)が 2つの解を持つためには， f (s)曲線
が，s− f (s)平面において原点を通り s軸と成す角が 45

度である直線（45度線と呼ぶ）と 2回交差すればよい．

f (0) =
α(b)
ηγ2 , lim

s→γ/α(b)
f (s) = +∞

よって，関数 f (·) は，定義域 [0, γ/α(b))，値域
[α(b)/ηγ2,+∞)の範囲で挙動する．さらに，

f ′(s) =
2[α(b)]2

η[γ − α(b)s]3

より

f ′(0) =
2[α(b)]2

ηγ3 , lim
s→γ/α(b)

f ′(s) = +∞

である．このことから， f (s)がある s ∈ [0, γ/α(b))にお
いて 45度線に平行な接線を持ち，かつこの接線が 45度
線よりも厳密に下方に位置すれば，f (s)は s ∈ [0, γ/α(b))
の範囲内に異なる 2つの解をもつ．このような接線が
存在するためには，

2[α(b)]2

ηγ3 ≤ 1 ⇐⇒ α(b) ≤
√
ηγ3

2
である必要がある．また， f (s)が s = x∗ において前述
のような接線をもつとすると，

f ′(x∗) = 1 ⇐⇒ α(b)x∗ = γ −
{

2
η

[α(b)]2
}1/3

である．式 (13)が 2つの解を持つための必要十分条件は

α(b) ≤
√
ηγ3

2
かつ f (x∗) < x∗ (28)

であり，

f (x∗) =
α(b)

η[γ − α(b)x∗]2 =
1

[4ηα(b)]1/3

より

f (x∗) < x∗ ⇐⇒ 1
[4ηα(b)]1/3 <

1
α(b)

·
γ − {

2
η

[α(b)]2
}1/3

⇐⇒ 3
2

(
2[α(b)]2

η

)1/3

< γ

∴ α(b) <
2

3
√

3

√
ηγ3

以上から，式 (28)の必要十分条件は

α(b) <
√
ηγ3 ×min

{
1
√

2
,

2

3
√

3

}
が満たされていることと同値であるが，(1/

√
2) >

(2/3
√

3)よりこれは

α(b) <
2

3
√

3
(ηγ3)1/2 (29)

に相違ない．よって，条件 (29)が満たされているとき，
またそのときに限り， f (·)は 45度線と [0, γ/α(b))の範
囲で 2回交わり，式 (13)は異なる 2つの解をもつ．

VI.均衡解の安定性解析
均衡解の安定性について議論する．最初に，どの主
体も社交活動をまったく行わない，すなわち (s∗i , v

∗
i ) =

(0, bi/γ)（∀i = 1, ..., n = t · c）である均衡について考え
る．これはコミュニケーションに関する純粋戦略 Nash
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均衡の一つである．この状況下で，ある主体 jが社交
活動水準を増加させたとすると， j（, i）にとって，si

に関する限界効用は

∂u j

∂si
=
αs jv j

ns̄

vi −
n∑

l=1,l, j

slvl

ns̄

 = αv jvi

によって表される離散量の分だけ増加する．s j の増加
幅が小さくても，上式と同等の効用増加が見込めるの
に対して，s j が小さければそれに伴って発生する費用
負担は安価に抑えられる（これは効用関数の線形 2次
構造に起因するものではなく，効用と費用のべき乗の
オーダーの違いによって生じる結果である）．よって，
誰もが社交活動を一切行わなかった状況から，誰かが
僅かにでも社交的活動が発生すれば，この主体との間
の相乗効果によって効用が増大する主体が他に必ず存
在するため，社会全体における社交活動の量的水準は
増大する．この作用が伝播することによって，最終的に
は他のあらゆる主体に社交活動を始める誘因が生じる．
以上から，社会全体における社交活動水準は 0に留ま
らないため，(s∗i , v

∗
i ) = (0, bi/γ)の均衡は不安定である．

次に，図-3に示した 2つの内点解について考察する．
(s(t), v(t))について，勾配系のダイナミクスを考えると，

∂si(t)
∂t
=
∂ui(s(t), v(t))

∂si(t)
,
∂vi(t)
∂t
=
∂ui(s(t), v(t))

∂vi(t)
(30)

について検討することになる．これらは，均衡付近で
線形近似を行うと

∂si(t)
∂t
=

n∑
k=1

∂2Ui

∂si∂sk
(s∗, v∗)(sk(t) − s∗k)

+

n∑
k=1

∂2Ui

∂si∂vk
(s∗, v∗)(vk(t) − v∗k)

∂vi(t)
∂t
=

n∑
k=1

∂2Ui

∂vi∂vk
(s∗, v∗)(vk(t) − v∗k)

+

n∑
k=1

∂2Ui

∂vi∂sk
(s∗, v∗)(sk(t) − s∗k)

となる．nが十分に大きいとき，任意の i（, k）につ
いて

∂2Ui

∂si∂sk
=
αvi

ns̄

vk

(
1 − si

ns̄

)
−

n∑
l=1,l,i

slvl

ns̄

(
1 − 2si

ns̄

) ,
∂2Ui

∂vi∂sk
= α

si

ns̄

vk −
n∑

l=1,l,i

slvl

ns̄

 ,
∂2Ui

∂si∂vk
= α

skvi

ns̄

(
1 − si

ns̄

)
,

∂2Ui

∂vi∂vk
= α

sisk

ns̄

であるが，これらはいずれも近似的に 0 としてよい．

また
∂2Ui

∂s2
i

= −η − 2αvi

ns̄

(
1 − si

ns̄

)
·

n∑
l=1,l,i

slvl

ns̄
,

∂2Ui

∂si∂vi
= α

(
1 − si

ns̄

) n∑
l=1,l,i

slvl

ns̄
,

∂2Ui

∂v2
i

= −γ

が得られるが，nが大きいときこれらはそれぞれ
∂2Ui

∂s2
i

= −η, ∂2Ui

∂si∂vi
= α(b)v,

∂2Ui

∂v2
i

= −γ

に近付く．よって，勾配系の調整ダイナミクスに関す
る安定性は，次の行列Πの固有値をもって判断するこ
とになる．

Π =

−ηI B
B −γI

 , where B =


α(b)v · · · 0

. . .

0 · · · α(b)v


(31)

IはBと同次元の単位行列である．すなわち，−ηI,B,−γI
はいずれも n次元対角行列で，それぞれの対角成分が
すべて −η, α(b)v,−γであるような正方行列である．Π

の固有値を λとおくと，特性方程式は，2n次元単位行
列 Iを用いて

|Π − λI| =
{
(η + λ)(γ + λ) − [α(b)v]2

}n
= 0

となる．よって 2つの固有値が存在し，それぞれを λ1, λ2

とおくと，このダイナミクスが安定であるための必要
十分条件は「λ1 < 0かつ λ2 < 0」が満足することであ
るが，λ1 + λ2 = −(η+ γ) < 0より λ1 · λ2 = ηγ − [α(b)v]2

が正であることが確認できればよい．ここで，式 (13)
において vの式に sを代入すると

v =
1

γ − α(b) · [α(b)v2/η]
=

η

ηγ − [α(b)v]2

となり，λ1 · λ2 = ηγ − [α(b)v]2 > 0は vの非負条件と一
致する．以上から，nが十分大きいとき 2つの内点均衡
解が存在し，これらはいずれも安定である．
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